
別冊２ 

労働者派遣基本契約書（案） 

 

 

独立行政法人日本貿易振興機構（以下「甲」という。）と ●●（以下「乙」という。）

は労働者派遣業務（以下「本業務」という。）の基本事項に関して次のとおり契約する。 

 

（目的） 

第１条 本契約は、乙が、労働者派遣法及び本契約に基づき、乙の雇用する労働者

（以下「派遣労働者」という。）を派遣し、甲が派遣労働者を指揮命令し

て業務に従事させることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 本契約に定める事項は、特に定めのない限り、本契約の有効期間中、甲乙

間において別途締結する個別労働者派遣契約（以下「個別契約」という。）

について適用する。 

 

（個別契約） 

第３条 甲及び乙は、乙が甲に労働者派遣を行う都度、本契約に基づき個別契約を

締結する。当該個別契約には、労働者派遣法の定めに基づき、派遣労働者

の従事する業務内容、就業場所、就業期間、その他の必要な事項について

規定するものとし、原則として人材派遣管理システム（「ｅ－ｓｔａｆｆ

ｉｎｇ」）上で締結することとする。 

  ２   乙が、甲に派遣する労働者は労使協定対象労働者とする。 

 

（派遣料金） 

第４条 甲は乙に対し、本契約に基づく労働者派遣の対価として個別契約に定める

派遣料金を次の支払い条件で支払うものとする。 

 一 労働基準法に定める１日８時間又は１週４０時間の法定労働時間を

超える超過勤務時間及び２２時以降翌朝５時まで（以下「深夜」とい

う。）の勤務時間に関する派遣料金は次のとおり計算する。 

超過勤務時間は２５％の割増しとし、労働基準法に基づく法定休日勤

務時間は３５％の割増しとする。深夜の勤務時間は２５％の割増しと

する。また、超過勤務時間又は法定休日勤務時間が深夜にかかる場合

には、当該深夜の勤務時間についてはそれぞれの勤務時間ごとに定め

る割増率に２５％を加算した割増率で派遣料金を計算する。また、１

カ月間の超過勤務時間が６０時間を超えた場合は、２５％加算した割

増率で派遣料金を計算する。また、出張・外出に伴う移動時間に関す

る派遣料金については別途定める。 

二 派遣料金算定の際、円未満の端数が生じたときには、これを切り捨て

とし、派遣料金に消費税及び地方消費税率を乗じた際に円未満の端数



 

が生じたときには、これを切り捨てるものとする。 

三 勤務時間は、５分単位で計算し端数は切り捨てとする。 

四 派遣料金の支払いは、乙が翌月１０日までに前月分を甲に請求し、甲

は翌月末日までに乙の指定する銀行口座に振り込む方法により支払

うものとする。 

五 派遣料金は、契約期間中といえども経済情勢の著しい変動があったと

きは、甲乙協議のうえ改定することができる。 

六 甲が履行遅滞に至った場合の遅延損害金は、政府契約の支払遅延防止

等に関する法律第８条第１項の規定に基づき財務省告示に定める政

府契約の支払遅延に対する遅延利息の率により算定されるものとす

る。 

 

（規則の遵守） 

第５条 乙の派遣労働者は、甲の行動憲章および倫理規程を遵守しなければならな

い。 

２ 乙の派遣労働者は、業務遂行のため甲の施設に入る場合には、甲の定める

就業上の諸規則を遵守しなければならない。 

３ 甲は、前２項の義務を遵守させるため、乙を通じて派遣労働者に対して、

誓約書（別紙１）の提出を求めることができる。 

 

（施設等の立ち入り及び利用） 

第６条 乙及び乙の派遣労働者は、甲の施設立ち入り及び利用については、甲所定

の手続方法に従うものとする。 

 

（派遣先責任者） 

第７条 甲は、自己の雇用する職員の中から、部署ごとに派遣先責任者を選任する

ものとする。派遣先責任者は、派遣労働者を指揮命令する者に対して、個

別契約に定める事項を遵守させるほか、適正な派遣就業確保のための措置

を講じなければならない。 

 

（派遣元責任者） 

第８条 乙は、自己の雇用する職員の中から、事業所ごとに派遣元責任者を選任す

るものとする。派遣元責任者は、派遣労働者の適正な就業確保のための措

置を講じなければならない。 

 

（指揮命令者） 

第９条 甲は、自己の雇用する職員の中から、就業場所ごとに指揮命令者を選任す

るものとする。指揮命令者は、業務の処理について、個別契約に定める事

項を守って派遣労働者を指揮命令し、契約外の業務に従事させることのな

いよう留意し、派遣労働者が安全、正確かつ適切に業務を処理できるよう、



 

業務処理の方法、その他必要な事項を派遣労働者に周知し指導する。 

２ 指揮命令者は、派遣労働者に対して、諸規則に定める事項を遵守させるほ

か、適正な派遣就業確保のため、教育、指導、研修実施のほか、必要な措

置を実施することができるものとし、派遣元責任者はこれに協力するもの

とする。 

 

（適正な就業条件の確保） 

第１０条 乙は、甲が派遣労働者に対し、個別契約に定める労働を行わせることによ

り、労働基準法等の法令違反が生じないよう労働基準法等に定める時間外、

休日、労働協定、その他所定の法令上の手続等をとるとともに、適正な就

業規則を定め、派遣労働者に対し適切な労務管理を行い、甲の指揮命令等

に従って職場の秩序・規律・秘密を守り、適正に業務に従事するよう派遣

労働者を教育、指導しなければならない。 

 

（適正な労働者の派遣義務） 

第１１条 乙は、本契約の目的を達成するために必要な資格、能力、知識、技術、技

能、健康、経験等があり、派遣就業の目的を達する適正な労働者を甲に派

遣しなければならない。 

２ 甲は、派遣労働者が前項の目的達成に必要な要件を欠いていると認めたと

きは、代替人員の派遣を求めることができる。派遣労働者が当該要件を欠

くに至った場合も同様とする。 

 

（派遣労働者の交代） 

第１２条 乙は、前条に定める要件欠落、派遣労働者の病気、事故その他の事由によ

り派遣労働者の人員に欠員が生じるおそれがある場合は、直ちにその欠員

の補充を行わなければならない。 

ただし、甲は業務の継続性及び効率性を確保する観点から代替人員の派遣

を求めない場合がある。 

２ 乙は、乙の都合により派遣労働者を交代する場合には、原則として交代す

る日の３０日前までに甲に連絡するものとする。 

３ 前２項にかかわらず、乙が交替のスタッフを派遣できないときは、甲は個

別契約を解約することができる。 

 

（苦情処理） 

第１３条 甲及び乙は、派遣労働者から苦情の申し出があった場合には、お互いに協

力して迅速な解決に努めなければならない。 

２ 前項により苦情を処理した場合には、甲及び乙は、その結果について必ず 

派遣労働者に通知しなければならない。 

３ 甲及び乙は、派遣労働者からの苦情の申し出を受ける担当者を選任し、派 

遣労働者から申し出を受けた苦情の処理、方法、甲乙間の連絡体制を定め



 

るものとする。 

 

（派遣労働者の個人情報の保護） 

第１４条 乙が甲に提供することができる派遣労働者の個人情報は、労働者派遣法第

３５条の規定により派遣先に通知すべき事項のほか、当該派遣労働者の

業務遂行能力に関する情報に限るものとする。但し、利用目的を示して当

該派遣労働者の同意を得た場合及び紹介予定派遣において法令上許され

ている範囲又は他の法律に定めのある場合は、この限りではない。 

２ 甲及び乙は、業務上知り得た派遣労働者の個人情報を正当な理由なく第三 

者に漏えいしてはならない。 

３ 甲及び乙は、自己の従業員に対し、前項の義務を遵守させなければならな 

い。 

 

（秘密保持） 

第１５条 乙は、派遣業務の遂行により知り得た甲及び甲の取引先の業務上の秘密を

第三者に開示、漏えい又は不正に利用してはならない。 

２ 乙は派遣業務の遂行により知り得た甲の役員・職員等及び取引先等の個人

情報について第三者に開示、漏えい又は不正に利用してはならない。 

３ 乙は、前二項により乙が負担する義務と同等の義務を乙の派遣労働者に課 

し、かつ、この義務を遵守させなければならない。本秘密保持義務は、本

契約又は個別契約終了後も存続する。 

 

（安全衛生等） 

第１６条 甲及び乙は、派遣労働者の業務上災害、通勤災害については甲乙緊密な連

絡を取り、協力の上適正迅速に処理するものとする。 

２ 甲及び乙は、労働安全衛生法等に定める諸規定を遵守し、派遣労働者の安 

全衛生等の確保に努めるものとする。 

３ 乙は、労働安全衛生法に定める雇入れ時の安全衛生教育を行ったうえ、甲 

に派遣しなければならない。 

４ 乙は、派遣労働者に対し、必要に応じて雇入れ時の健康診断を行うととも 

に、派遣就業に適する健康状態の労働者を甲に派遣しなければならない。 

 

（損害賠償） 

第１７条 甲又は乙が本契約に違反し、相手方に損害を与えた場合、相手方に対して

その損害を賠償する義務を負う。 

２ 派遣業務の遂行において、派遣労働者が本契約又は個別契約に違反し、も 

しくは故意又は重大な過失により甲に損害を与えた場合は、乙は甲に賠償

責任を負うものとする。但し、その損害が、甲が使用する者の派遣労働者

に対する指揮命令により生じたと認められる場合は、この限りではない。 

３ 前項の場合において、その損害が派遣労働者と甲の使用する者との双方に 



 

起因するときは、甲乙協議して損害の負担割合を定めるものとする。 

 

（災害補償） 

第１８条 本契約の遂行に当たり、乙の派遣労働者の業務上の災害補償は乙が行うも

のとし、乙は、補償に必要な保険に加入しなければならない。 

 

（権利・義務の譲渡） 

第１９条 甲及び乙は、事前の書面等による相手方の同意を得ない限り、本契約によ

り生じる権利及び義務を第三者に譲渡し、又は継承させてはならない。 

 

（契約の解除） 

第２０条 甲又は乙は、相手方が正当な理由なく労働者派遣法その他の関係法令又は

本契約若しくは個別契約の定めに違反した場合には、是正を催告し、相当

な期間内に是正がないときは、契約の全部又は一部を解除することがで

きる。 

２ 甲乙いずれかにおいて次の各号の一に該当し、又は本契約及び個別契約を

存続するに足る信頼関係を破壊する行為があったときには、その相手方は

何ら催告することなく本契約及び個別契約の全部若しくは一部を解除す

る。 

一 正当な理由なく公租公課を滞納して督促を受け、又はそのために差押

を受けたとき。 

二 他の債務のため強制執行（仮差押を含む）を受け、又は破産手続開始、

民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始、競売、そ

の他これに準ずる裁判上の手続きの申立て又は任意整理手続きがな

されたとき。 

三 事業（業務）を停止若しくは廃止し、又は事業譲渡、組織変更、解散、

合併、資本の減少のいずれかの決議をしたとき。 

四 監督官公庁より、許可の取消、登録の取消、事業（業務）停止その他

の処分を受けたとき。 

五 小切手又は手形の不渡りを一回でも発生させたとき。 

六 甲が本契約に定める派遣料金の支払いを怠ったとき。 

七 前号を除く本契約又は個別契約に基づく債務を履行せず、相手方から

相当の期間を定めて催告を受けたにもかかわらず、なおその期間内に

履行しないとき。 

八 財産状態が悪化する等、債務の履行を困難とする相当な事実があると

相手方が認めたとき。 

３ 本条に基づく解除については、損害賠償の請求を妨げないものとする。 

 

（契約の失効） 

第２１条  天災地変その他甲乙いずれかの責にも帰せられない事由により契約の継



 

続が不可能になった場合は、契約は失効するものとする。 

 

（派遣契約の中途解除） 

第２２条 甲は、契約の解除を行おうとする日の少なくとも３０日前に、乙にその旨

を予告しなければならない。 

 

（就業機会の確保） 

第２３条 乙は、個別契約期間が満了する前に派遣労働者の派遣を取りやめる場合に

おいては、当該派遣労働者の新たな就業機会の確保を図ることとする。 

 

（有効期間） 

第２４条 本契約の有効期間は、２０２０年７月１日より２０２１年３月３１日まで

とする。但し、本契約期間満了の１カ月前までに、甲乙いずれからも契約

終了の意思表示のない限り、本契約は同一の条件で１年間更新するもの

とし、以降も同様とする。 

２ 本契約が有効期間満了又は解除により終了した場合も、すでに契約した個 

別契約については、別段の意思表示のない限り、当該個別契約で定める期

間有効に存続するものとする。 

 

（契約の公表） 

第２５条 乙は、本契約における商号又は名称、住所、契約名称、契約金額及び契約

締結日につき公表されることに同意するものとする。 

２ 甲において役員を経験した者が乙に再就職している又は甲において課長

相当職以上の職を経験した者が役員等として乙に再就職している場合で、

かつ、甲との間の取引高が総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めて

いる場合には、乙は、前項に掲げる事項に加えて、次に揚げる事項につき

公表されることに同意するものとする。 

一 再就職者の人数、職名及び甲における最終職名 

二 甲との間の取引高 

三 総売上高又は事業収入に占める甲との間の取引高の割合 

四 一者応札又は一者応募である場合はその旨 

 

（残存条項） 

第２６条 本契約第１５条、１７条、１９条及び２９条の規定は本契約期間終了後も

なお有効に存続するものとする。 

 

（旧契約の解除） 

第２７条 本契約の締結をもって、甲乙間で既に締結している労働者派遣に関する基

本契約（以下「旧契約」という。）を合意解除する。なお、旧契約に基づ

き現在締結中の個別契約については、本契約の各条項を適用するものと



 

する。 

 

（協議事項） 

第２８条 本契約に定めのない事項が生じた場合又は本契約の条項の解釈に疑義が

生じた場合は、甲乙両者はその都度誠意をもって協議し、決定するものと

する。 

 

（紛争の処理） 

第２９条 前条の協議によってもなお本契約の履行についての紛争が円満に解決で

きない場合は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所として

紛争を処理するものとする。 

 

（特記事項） 

第３０条 乙は、以下の事項については、別紙２（特記事項）において記載する内容を遵

守するものとする。 

一 秘密保持に関する事項 

二 個人情報に関する事項 

三 談合等の不正行為に関する事項 

四 反社会的勢力の排除に関する事項 

２  甲は、法令、ガイドライン又は通達に改正又は追加があった場合には、乙への 

書面又は電磁的方法による通知又はウェブサイトに掲載する方法をもって、特 

記事項を任意に変更又は追加することができる。 

 

 

上記契約締結の証として、本契約書２通を作成し、甲乙記名捺印のうえ各１通を保有す

る。 

 

年  月  日 

 

甲 ：東京都港区赤坂一丁目１２番３２号 

独立行政法人日本貿易振興機構 

総務部長  植田 大 

 

 

 

乙 ：  

 

 

 

（許可番号 派 -     ） 



 

別紙１ 

誓 約 書 

 

 

独立行政法人日本貿易振興機構 御中 

 

 

 私は、≪       ≫との雇用契約に基づき、独立行政法人日本貿易振興機構

（以下「ジェトロ」という。）で派遣就業するにあたり、下記の事項を遵守します。 

 

 

記 

 

１．就業期間中はジェトロの諸規則及び所属長らの指示に従い、ジェトロに損害を与え

ることのないよう、細心の注意をもって就業致します。 

 

２．就業に際しては、次の事項を厳守します。 

（１） ジェトロの名誉、信用を毀損し、又はジェトロの利益を害するおそれがある

行為は行いません。 

（２） 就業期間中に知り得たジェトロ又はジェトロの取引先（ジェトロとの間で各

種取引を行う者、ジェトロの提供サービスを受ける者を含みますが、これに

限られません。以下、同じ。）の営業上、技術上その他業務上の知識及び情

報（ジェトロ及びジェトロの取引先内の秘密情報、並びに個人情報を含みま

す。以下「秘密情報」といいます。）は、就業に最小限必要な目的でのみ利

用し、これを秘密として保持し、かつ、開示又は漏洩いたしません。 

（３） 就業を終了する際には、秘密情報の記載、記録された媒体及びその複製物を

ジェトロの指示するところに従い、返還又は廃棄のうえ、これをジェトロに

報告します。 

（４） 日本又は本就業に関連する国及び地域の法令、ガイドライン又は通達に抵触

する行為は行いません。 

（５） ジェトロの取引先の意思に反する業務勧誘行為又は第三者に対する不当な

利益誘導行為は行いません。 

（６） 自己がジェトロの取引先と直接の利害関係を生じる行為は行いません。 

 

 



 

３．ジェトロでの派遣就業終了後は、次の事項を厳守します。 

（１） ジェトロの名誉、信用を毀損し、又はジェトロの利益を害するおそれがある

行為を行いません。 

（２） 秘密情報（個人情報を含む。）を、第三者に対し開示、漏洩しません。 

（３） ジェトロの名称･役職等の使用を継続し、又は、ジェトロの名称･役職等を付

した名刺を使用しません。 

（４） ジェトロの取引先の意思に反する業務勧誘行為又は第三者に対する不当な

利益誘導行為をしません。 

（５） 自己がジェトロの取引先と直接の利害関係を生じる行為をしません。ただし、

ジェトロの事前の承諾を得た場合にはこの限りではありません。 

 

４．就業に関し、私が関与した発明、創作、表現等にかかわる著作権、特許権その他の

知的財産権及びその他ノウハウは、全てジェトロに原始的に帰属し、私に原始的に

帰属するものについてはジェトロに対し無償にて譲渡（著作権法第２７条及び第

２８条に規定する権利を含みます。）することに同意します。また、著作人格権等、

譲渡し得ない権利についてもこれを行使いたしません。この場合、知的財産権の帰

属の対価は、派遣元から支払われる給与に含まれることを確認します。 

 

５．自らが、現在又は将来にわたって、反社会的勢力に該当せず、また、反社会的勢力

に一切関与しないこと、かつ、自己又は第三者をして暴行、脅迫に基づく要求行為

及び業務妨害行為の違法行為を行わせないことを保証します。 

 

 

 

     年   月   日 

 

 

 

氏 名 

 

 

 



 

別紙２（特記事項） 

 

１．秘密保持に関する事項 

 

（秘密情報の定義） 

第１条  本契約において秘密情報とは、書面、口頭その他方法の如何を問わず、甲から

乙に対し開示される、甲の営業上、技術上その他業務上の一切の知識及び情報

をいう。秘密情報には、次の情報を含むが、これに限らない。 

     一 本件委託業務に関する甲と乙との間の話合いの中で開示された情報。    

二 本件委託業務に関する個人情報。 

三 その他本件委託業務の実施に関し、甲から乙に対し開示される一切の情報。 

２  前項の定めにかかわらず、次の各号の一に掲げるものは秘密情報に該当しない。

ただし、当該情報が第７条に定める個人情報に該当する場合は、本項の定めに

かかわらず秘密情報として取扱うものとする。   

一 乙が秘密保持義務を負うことなく既に保有している情報。 

二 乙が秘密保持義務を負うことなく第三者から正当に入手した情報。 

三 本契約に違反することなく、かつ、受領の前後を問わず公知となった情報。 

 

（秘密保持義務） 

第２条  乙は、事前に甲から書面又は電磁的方法による承諾を得た場合以外は、秘密情

報を第三者に開示若しくは漏洩しないものとする。又、乙は、秘密情報を厳重

に保管、管理し、秘密情報を保護するために、合理的な予防措置を実施するも

のとする。 

２  前項の甲の事前承諾を得た場合であっても、乙は、当該第三者が本契約上の乙

と同等の義務を甲に対して負うことを確約する書面を甲に提出するまでは、当

該第三者に対し前条の秘密情報を開示しないものとする。 

３  当該第三者に秘密情報を開示した後は、乙は当該第三者に、本契約による乙と

同等の秘密保持義務を履行させるよう監督するとともに、当該第三者に義務違

反があった場合には、甲が被った損害を賠償する義務を当該第三者と連帯して

負うものとする。 

 

（使用目的） 

第３条  乙は、本契約により開示される秘密情報を善良な管理者の注意をもって管理し、

本件委託業務の目的のためにのみ使用し、本件委託業務の目的以外（業務上必

要な限度を超えた知得、業務上必要のない積極的知得を含む）には一切使用し

ない。 



 

（開示の範囲） 

第４条  乙は、甲から開示された秘密情報を、その所属者であり、本件委託業務を実施

させる者（以下「実施者」という。）のみに対し、その必要な範囲内でのみ開示

するものとする。なお、この場合、乙は、実施者に対して本契約による乙と同等

の義務を遵守させるものとし、かつ、実施者に義務違反があった場合には、甲

が被った損害を賠償する義務を実施者と連帯して負うものとする。 

２  実施者が、派遣会社からの派遣労働者又は出向元会社からの出向者である場合

には、乙は、派遣会社との間で締結する労働者派遣契約において、個人情報そ

の他の秘密情報保護に関する取り扱いを本特記事項の条件に従って規定するも

のとする。 

 

（秘密情報の複写の禁止及び返還） 

第５条  乙は、秘密情報を記載又は記録した文書、図面その他の書類又は磁気的若しく

は光学的に記録された媒体（以下、「本件情報媒体」という。）を本契約の履行

目的に必要な限度を超えて複製又は複写しないものとする。 

２  乙は、本件委託業務が完了したとき、中止若しくは中断されたとき、又は甲か

ら要請があったときは、秘密情報を含む一切の媒体物（甲の事前の承諾を得て

作成した複製物を含む）を速やかに甲に返却し、又は甲の指示に従い当該媒体

物又は秘密情報が含まれているサーバ、ＰＣ、スマートフォン、ＵＳＢメモリ

等のメモリ、ハードディスク又はその他の記録媒体に記憶されている秘密情報

については、速やかにこれを消去その他の方法で廃棄するものとする。この場

合、乙は、甲に対し速やかに廃棄の結果を甲が別途指示する様式の書面により

報告しなければならない。 

 

（秘密情報の帰属） 

第６条  甲から乙へ開示された全ての秘密情報は、甲に帰属するものとし、乙に対する

秘密情報の開示により、商標権、特許権、著作権その他のいかなる知的財産権

を含むいかなる権利も、明示的か黙示的かにかかわらず、本件委託業務のため

に使用することを除き、乙に譲渡又は許諾されるものではない。 

 

（個人情報の取り扱い） 

第７条  秘密情報のうち、「２．個人情報に関する事項」（以下「特記事項２」という。）

に定める個人情報に該当する場合は、本特記事項のほか、特記事項２の定めを

併せ遵守し、厳格な管理を実施しなければならない。 

 

（報告及び検査） 

第８条  乙は、甲に対し、秘密情報の管理体制、実施体制、及び秘密情報の管理の状況



 

の検査に関する事項等を、甲が指示する頻度で定期的に報告するものとする。 

２  甲は、委託する保有秘密情報の秘匿性等その内容に応じて、年に一回以上、乙

の事務所及びその他関連の施設に立ち入り、秘密情報の管理体制、実施体制、

及び秘密情報の管理の状況を、検査その他の方法で確認するものとし、乙はこ

れに協力するものとする。 

３  甲は、前項の調査の結果、又はその他の事由に基づき、乙における秘密情報の

管理体制が不十分であると判断したときは、乙に対し、その改善を請求するこ

とができるものとし、乙はこれに従わねばならないものとする。 

４  甲は、乙による履行を確保するため、秘密情報の管理に関し、いつにおいても

乙に対し、教育、指導、研修実施その他の必要な措置を実施することができる

ものとし、乙はこれに協力するものとする。 

 

（事故発生時における報告義務） 

第９条  乙は、乙、第２条に定める第三者、又は第４条に定める実施者が秘密情報を開

示、漏洩するなど本契約に違反し、又は違反するおそれが生じたと認識した場

合、直ちに甲に対してその事実を報告しなければならない。 

２  前項の場合において、乙は、被害の拡大防止又は復旧等のために必要な措置を

速やかに実施し、甲に対して実施した措置の内容、再発防止策、その他甲が必

要と認める事項を報告しなければならない。ただし、外部からの不正アクセス

や不正プログラムの感染が疑われる当該端末等のＬＡＮケーブルを抜くなど、

被害拡大防止のために直ちに行いうる措置などについては、直ちに行う（実施

者に行わせるものを含む。）ものとする。 

３  乙は、第１項の行為に起因して第三者から苦情、異議、請求、その他の意思表示

を受けたときは、速やかにその内容を甲に報告し、かつ、甲が承認した方法に

より、乙の費用と責任においてこれを解決しなければならない。 

４  第１項の行為に起因して甲が第三者から苦情、異議、請求、その他の意思表示

（以下「紛争」という。）を受けたときは、乙は紛争を解決するために甲が必要

と認める協力支援その他の措置を実施するものとする。なお、乙は甲に対して、

紛争により甲の支払った損害賠償金及び甲に生じた紛争対応のための費用（見

舞金、訴訟費用、弁護士その他専門家にかかる費用を含むが、これに限られな

い。）を賠償する責を負うものとする。 

 

（契約の解除） 

第１０条 甲は、乙、第２条に定める第三者、又は第４条に定める実施者が秘密情報を開

示、漏洩するなど本契約に違反した場合、催告その他何らの手続きを要するこ

となく、直ちに本契約の全部又は一部を解除できるものとする。 

 



 

（契約違反の場合の損害賠償等） 

第１１条 乙、第２条に定める第三者、又は第４条に定める実施者が秘密情報を開示、漏

洩するなど本契約に違反した場合には、甲が本契約の全部又は一部を解除する

か否かにかかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要す

ることなく、乙は、本契約の全期間を通じて乙が現実に受領する契約金額（乙

が現実に受領する金額が確定できない場合には、予定数量を基礎として算定す

る金額をいう。）の１００分の１０に相当する金額（その金額に１００円未満

の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を違約金（損害賠償額の予

定）として甲の指定する期間内に支払わなければならない。 

  ２  前項の規定は、甲に生じた実際の損害額（直接の損害額に加え、甲が支出した

見舞金、訴訟費用、弁護士その他専門家にかかる費用を含むが、これに限られ

ない。）が同項に規定する違約金の金額を超える場合において、甲がその超え

る分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げるものではない。 

  ３  乙が、第１項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わな

いときは、乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、

年３パーセントの割合で計算した金額の遅延利息を甲に支払わなければならな

い。 

 

（残存条項） 

第１２条 本特記事項第２条、４条ないし７条、９条及び１１条の規定は、本契約の期間

満了後も有効に存続するものとする。 

 

 

２．個人情報に関する事項 

 

（目的） 

第１条  本特記事項は、日本国独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律

（平成１５年５月３０日法律第５９号・以下「個人情報保護法」という。）、日

本国独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律施行令（平成１５

年１２月２５日政令第５４９号）その他、日本国個人情報の保護に関する法令、

規則及びガイドライン等（以下、併せ「個人情報保護法令等」という。なお、他

の国、国家連合又は地域における情報保護に関する法令、規則及びガイドライ

ンが日本国よりも厳格な規制を要求しており、これが本契約において域外適用

されるべき場合には、当該法令、規則及びガイドラインを含む。本特記事項に

おいて、以下、同じ。）を遵守し、本契約の履行における個人情報の適正な取り

扱いを確保することにより、個人情報によって識別される本人（以下「本人」と



 

いう。）の権利利益を保護することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条  本特記事項において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、

次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

一 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは

電磁的記録《電磁的方式〔電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式をいう。次項第二号において同じ。〕で

作られる記録をいう。以下同じ。》に記載され、若しくは記録され、又は音

声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項《個人識別符号を除く。》

をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することができるもの（他の

情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別することができ

ることとなるものを含む。） 

二 個人識別符号が含まれるもの  

２  前項第二号の「個人識別符号」とは、次の各号のいずれかに該当する文字、番

号、記号その他の符号のうち、「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に

関する法律施行令」（平成１５年１２月２５日政令第５４９号）第１条で定め

るものをいう。 

一 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換した

文字、番号、記号その他の符号であって、当該特定の個人を識別すること

ができるもの 

二 個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購入に関し

割り当てられ、又は個人に発行されるカードその他の書類に記載され、若

しくは電磁的方式により記録された文字、番号、記号その他の符号であっ

て、その利用者若しくは購入者又は発行を受ける者ごとに異なるものとな

るように割り当てられ、又は記載され、若しくは記録されることにより、

特定の利用者若しくは購入者又は発行を受ける者を識別することができる

もの 

３  本特記事項において、「保有個人情報」の定義は、個人情報保護法第２条第５項

の定めに従うものとする。 

４  本特記事項において、「独立行政法人等非識別加工情報」の定義は、個人情報保

護法第２条第９項の定めに従うものとする。 

 

（管理責任） 

第３条  乙は、個人情報保護法令等及び本特記事項に基づき、本件委託業務に関し受領

する個人情報を適切に管理する能力を有することを表明し保証する。 

２  乙は、本契約に関する個人情報保護の責任と権限を持つ者（以下「個人情報保



 

護管理者」という。）として乙の代表者を任命するものとする。 

３  乙は、個人情報について管理台帳等を整備し、個人情報の利用及び保管等の取

り扱いの状況を正確に記録するものとする。 

 ４  乙は、個人情報を、その所属者であり、本件委託業務を実施させる実施者に限

り、第２項に定める個人情報保護管理者の監督の下で使用させることとする。 

５  乙は、個人情報保護管理者及び実施者の個人情報の管理体制、実施体制、及び

個人情報の管理の状況の検査に関する事項等、必要な事項について甲に対し書

面で報告するものとする。 

６  乙は、個人情報保護法第９条第２項３号及び４号の規定に基づき、甲から個人

情報の提供を受けるときは、安全確保の措置を講じると共に、甲との間で、乙

における利用目的、利用する業務の根拠法令、利用する記録範囲及び記録項目、

利用形態等について書面を取り交わすものとする。 

７  前項の場合、甲は、個人情報の提供前又は随時に実地の調査等を行い、措置状

況を確認してその結果を記録のうえ、乙に対し改善を要求することができるも

のとし、乙はこれに対し誠実に協力しなければならない。 

 

（取得の範囲と手段） 

第４条  乙は、個人情報を取得するときは、利用目的を明示し甲の同意を得たうえで、

その利用目的を達成するために必要な範囲内で適法かつ公正な手段で取得しな

ければならない。 

 

（正確性の確保） 

第５条  乙は、取得した個人情報は、利用目的に応じて、必要な範囲で正確かつ最新の

状態を保つように努めなければならない。 

 

（情報の安全管理） 

第６条  乙は、本件委託業務の履行に関する個人情報の取り扱いに関して、次の各号の

規定を遵守するものとする。 

一 個人情報保護法令等を遵守すること。 

二 個人情報の適正な取り扱いの確保のため、第３条（管理責任）に従い、個人

情報保護管理者を選任し、必要な監督を行わせること。 

三 本特記事項に違反したことが判明した場合又はその疑いがある場合には、

直ちに甲に通知すること。 

四 甲が支給する情報管理に関するマニュアルの記載内容又は甲の指定する研

修の受講内容を遵守すること。 

五 個人情報の適正な取り扱いの確保のため、所属者（実施者を含むがこれに

限られない。）、再受託者等に対して必要な教育研修を実施すること。 



 

六  本件委託業務が完了したとき、中止若しくは中断されたとき、又は甲から

要請があったときは、個人情報を含む一切の媒体物（甲の事前の承諾を得

て作成した複製物を含む）を速やかに甲に返却し、又は甲の指示に従い当

該媒体物又は個人情報が含まれているサーバ、ＰＣ、スマートフォン、Ｕ

ＳＢメモリ等のメモリ、ハードディスク又はその他の記録媒体に記憶され

ている個人情報については、速やかにこれを消去その他の方法で廃棄する

こと（この場合、乙は、甲に対し速やかに廃棄の結果を甲が別途指示する

様式の書面により報告しなければならない）。 

七  その他、個人情報の安全管理のために甲が別途指示する措置を徹底するこ

と。 

２  乙は、甲の保有個人情報（従前から甲が保有する個人情報のみならず、本件委

託業務の履行によって乙が取得した個人情報を含む。）の取り扱いに関して、

次の各号の規定を遵守するものとする。 

一 保有個人情報を文書その他の媒体物（以下「本件文書媒体」という。）に記

載のうえ取り扱う場合には、本件文書媒体に秘密である旨の印章又は文言

を付与し、他の資料との混在を避けて記録庫（必要があると認めるときは

耐火金庫）に格納のうえ、施錠、保管すること。 

二 本件文書媒体は、原則として記録庫に保管し、外に持ち出さないこと。や

むを得ず一時的に本件文書媒体を記録庫から持ち出す時には、盗難又は紛

失の防止のため、常時携行する等の必要な措置を講ずること。 

三 保有個人情報をサーバ、ＰＣ、スマートフォンその他の情報システム上で

取り扱う場合には、当該情報システム（以下「本件情報システム」という。）

に関し、以下の制限事項を遵守すること。 

イ 保有個人情報の秘匿性等その内容に応じて、ＯＳへのログイン認証、

添付ファイルへのパスワード設定その他、パスワード等（パスワード、

ＩＣカード、生体情報等をいう。以下同じ。）を使用して権限を識別す

る機能（以下「認証機能」という。）を設定する等のアクセス制御のた

めに必要な措置を講ずること。 

ロ 上記イに定めた措置を講ずる場合には、パスワード等の管理に関する 

定めを整備（その定期又は随時の見直しを含む。）するとともに、パス

ワード等の読取防止等を行うために必要な措置を講ずること。 

ハ 保有個人情報の保存データを必要最小限とし、又、データを消去する

ためのソフトウェア又は機能を装備する等の措置をとること。 

ニ 個人情報の秘匿性等その内容に応じて、当該保有個人情報へのアクセ

ス状況を記録し、その記録（以下「アクセス記録」という。）を一定の

期間保存し、及びアクセス記録を定期的に分析するために必要な措置

を講ずること。 



 

ホ アクセス記録の改ざん、窃取又は不正な消去の防止のために必要な措

置を講ずること。 

へ 保有個人情報の秘匿性等その内容及び量に応じて、当該保有個人情報

への不適切なアクセスの監視のため、保有個人情報を含むか又は含む

おそれがある一定量以上の情報が本件情報システムからダウンロード

された場合に警告表示がなされる機能の設定、当該設定の定期的確認

等の必要な措置を講ずること。 

ト 保有個人情報の秘匿性等その内容に応じて、本件情報システムの管理

者権限の特権を不正に窃取された際の被害の最小化及び内部からの不

正操作等の防止のため、当該特権を最小限とする等の必要な措置を講

ずること。 

チ 保有個人情報を取り扱う本件情報システムへの外部からの不正アクセ

スを防止するため、パーソナル・ファイアウォール機能の設定による

経路制御等の必要な措置を講ずること。 

リ 不正プログラムによる保有個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止の

ため、ソフトウェアに関する公開された脆弱性の解消、把握された不

正プログラムの感染防止等に必要な以下の措置等を講ずること。 

（１）本件情報システムに導入したソフトウェアを常に最新の状態に

保つこと。 

（２）本件情報システムにウイルス対策ソフトウェアを導入のうえ、

ウイルス定義ファイルを自動更新設定していること。 

（３）本件情報システムの全ファイルを１週間に１回以上自動的にウ

イルスチェックしていること。 

（４）最新のセキュリティ修正プログラムをインストールしているこ

と。 

（５）本件情報システムに開発、保守メーカーのサポートがない（サ

ポートを終了した場合を含む。）ＯＳ又はソフトウェアを使用

しないこと。 

（６）本件情報システムにＰ２Ｐファイル交換ソフトウェア（Ｗｉｎ

ｎｙ、Ｓｈａｒｅを含むが、これに限られない。）又はＶＰＮ

環境提供ソフトウェア（ＳｏｆｔＥｔｈｅｒを含むが、これに

限られない。）をインストールしないこと。 

ヌ 保有個人情報について、一時的に加工等の処理を行うため複製等を行

う場合には、実施者をして、その対象を最小限に限り、処理終了後は不

要となった情報を速やかに消去させるとともに、当該保有個人情報の

秘匿性等その内容に応じて、随時、消去等の実施状況を重点的に確認す

ること。 



 

ル 保有個人情報の秘匿性等その内容に応じて、暗号化のために必要な措

置を講じたうえ、実施者をして、その処理する保有個人情報について、

当該個人情報の秘匿性等その内容に応じて、適切なパスワードの選択、

その漏洩防止の措置等、適切に暗号化を行わせること。 

 ヲ 本件情報システムで取り扱う保有個人情報の重要度に応じて、入力原

票と入力内容との照合、処理前後の当該保有個人情報の内容の確認、

既存の保有個人情報との照合等を行うこと。 

ワ 保有個人情報の重要度に応じて、バックアップを作成し、分散保管す

るために必要な措置を講ずること。 

カ 保有個人情報に係る本件情報システムの設計書、構成図等の文書につ

いて外部に知られることがないよう、その保管、複製、廃棄等につい

て必要な措置を講ずること。 

ヨ 保有個人情報の秘匿性等その内容に応じて、その処理を行う端末を限

定するために必要な措置を講ずること。 

タ 端末は、盗難又は紛失の防止のため、固定、執務室の施錠等の必要な

措置を講ずること。 

レ 個人情報保護管理者が必要と認めるときを除き、端末を外部へ持ち出

し、又は外部から持ち込まないこと。 

ソ 本件情報システムの端末の使用に当たっては、保有個人情報が第三者

に閲覧されることがないように、本人以外の使用禁止、パスワード付

スクリーンセーバーの設定（最終入力時から１５分以内にロックが開

始する必要がある。）、使用状況に応じて本件情報システムからログ

オフを行うことを徹底する等の必要な措置を講ずること。 

ツ 保有個人情報の秘匿性等その内容に応じて、当該保有個人情報の漏え

い、滅失又はき損の防止のため、ＵＳＢメモリ、スマートフォン等の

記録機能を有する可搬電磁的記録媒体（以下「本件記録媒体」という。）

等への接続を制限したうえ、本件情報システム端末には、保存データ

の最小化、パスワードの設定、定期的なウイルスチェック等の必要な

措置を講ずること。 

ネ 本件記録媒体は、原則として記録庫に保管し、外に持ち出さないこと。

やむを得ず一時的に本件記録媒体を記録庫から持ち出す時には、盗難

又は紛失の防止のため、常時携行し、その授受は手渡しのみにて行う

等の必要な措置を講ずること。 

ナ 本件記録媒体における保有個人情報の取り扱いは、一時的な保管に留

めること。仮に長期間に保管せざるを得ない場合には、本件記録媒体

に秘密である旨の印章又は文言を付与し、他の資料との混在を避けて

記録庫（必要があると認めるときは耐火金庫）に格納のうえ、施錠、保



 

管すること。 

四 保有個人情報を取り扱う基幹的なサーバ等の機器又は本件文書媒体及び本

件記録媒体の保管されている記録庫その他の区域及び施設（以下「本件情

報システム室等」という。）に関し、以下の事項を遵守すること。 

イ 本件情報システム室等に立ち入る権限を有する者を定めるとともに、

用件の確認、入退の記録、部外者についての識別化、部外者が立ち入

る場合の職員の立会い又は監視設備による監視、外部電磁的記録媒体

等の持込み、利用及び持ち出しの制限又は検査等の措置を講ずること。 

ロ 必要があると認めるときは、本件情報システム室等の出入口の特定化

による入退の管理の容易化、所在表示の制限等の措置を講ずること。 

ハ 本件情報システム室等の入退の管理について、必要があると認めると

きは、立入りに係る認証機能を設定し、及びパスワード等の管理に関

する定めの整備（その定期又は随時の見直しを含む。）、パスワード等

の読取防止等を行うために必要な措置を講ずること。 

ニ 外部からの不正な侵入に備え、情報システム室等に施錠装置、警報装

置、監視設備の設置等の措置を講ずること。 

ホ 災害等に備え、情報システム室等に、耐震、防火、防煙、防水等の必要

な措置を講ずるとともに、サーバ等の機器の予備電源の確保、配線の

損傷防止等の措置を講ずること。 

３  乙は、独立行政法人等非識別加工情報を取扱う場合には、特に、平成２９年３

月に個人情報保護委員会が公表した「独立行政法人等の保有する個人情報の保護

に関する法律についてのガイドライン（独立行政法人等非識別加工情報編）」の

規定を遵守するものとする。 

４  個人情報以外の秘密情報の安全管理に関しては、第１項第三号以下の規定におけ

る「個人情報」との文言、及び、第２項の規定における「保有個人情報」との文

言を「秘密情報」と読み替えたうえ、これを同様に適用するものとする。 

 

（適用関係） 

第７条  本特記事項の定めに抵触しない限り、「１．秘密保持に関する事項」の全ての

規定（第３条「使用目的」第４条「開示の範囲」第５条「秘密情報の複写の禁止

及び返還」第８条「報告及び検査」第９条「事故発生時における報告義務」第 

１０条「契約の解除」第１１条「契約違反の場合の損害賠償等」第１２条「残存

条項」を含むが、これに限らない。）は、個人情報についても適用されるものと

する。 

 

 



 

３．談合等の不正行為に関する事項 

 

（談合等の不正行為による契約の解除） 

第１条  甲は、次の各号のいずれかに該当したときは、本契約を解除することができる。 

一 本契約に関し、乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条若しくは第６

条の規定に違反し、又は乙が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第

８条第１項第一号、第二号の規定に違反したことにより、公正取引委員会

が乙に対し、独占禁止法第７条第１項の規定若しくは独占禁止法第８条の

２第１項の規定に基づく排除措置命令、又は独占禁止法第７条の２第１項

の規定若しくは独占禁止法第８条の３の規定に基づく課徴金の納付命令を

行い、当該排除命令又は納付命令が確定したとき。 

二 公正取引委員会が、乙に対して独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１

項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

三 本契約に関し、乙（乙の代表者、実施者又は乙の他の所属者を含む。）に対

し、刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条、又

は独占禁止法第８９条第１項、第９０条第１号、若しくは第９５条第１項

第１号、第３号に規定する刑が確定したとき。 

 

（談合等の不正行為に係る通知文書の写しの提出） 

第２条  乙は、前条第一号又は第二号のいずれかに該当することとなったときは、速や

かに、次の各号の文書のいずれかの写しを甲に提出しなければならない。 

一 独占禁止法第６１条第１項の排除措置命令書 

二 独占禁止法第６２条第１項の課徴金納付命令書 

三 独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の課徴金の納付を命じない旨

の通知文書 

 

（談合等の不正行為の場合の損害賠償等） 

第３条  乙が、本契約に関し、第１条各号のいずれかに該当したときは、甲が本契約の

全部又は一部を解除するか否かにかかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害

額を立証することを要することなく、乙は、本契約の全期間を通じて乙が現実

に受領する契約金額（乙が現実に受領する金額が確定できない場合には、予定

数量を基礎として算定する金額をいう。）の１００分の１０に相当する金額（そ

の金額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を違

約金（損害賠償額の予定）として甲の指定する期間内に支払わなければならな



 

い。 

  ２   前項の規定は、甲に生じた実際の損害額（直接の損害額に加え、甲がこれに対

応するために要した費用《甲の従業員又は甲が指定する第三者の人件費、実費、

その他。》及び甲が支出した見舞金、訴訟費用、弁護士その他専門家にかかる

費用等を含むが、これに限られない。）が同項に規定する違約金の金額を超え

る場合において、甲がその超える分について乙に対し損害賠償金を請求するこ

とを妨げるものではない。 

  ３   乙が、第１項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わな

いときは、乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、

年３パーセントの割合で計算した金額の遅延利息を甲に支払わなければならな

い。 

４   本条の規定は、本契約の期間満了後も有効に存続するものとする。 

 

 

４．反社会的勢力の排除に関する事項 

 

（反社会的勢力の定義） 

第１条  本特記において、反社会的勢力とは、現在、次の各号の一に該当する者、又は

次の各号のいずれにも該当しなくなった日から５年間を経過しない者をいうも

のとする。 

一 「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（平成３年法律第７

７号）第２条第２号に定義される暴力団及びその関係団体。 

二 前号記載の暴力団及びその関係団体の構成員。 

三 暴力団準構成員。 

四 暴力団関連企業。 

五 「総会屋」「社会運動標榜ゴロ」「政治活動標榜ゴロ」「特殊知能暴力集 

団」などの団体又は個人。 

六 前各号の一の団体、構成員又は個人と関係を有することを示唆して不当な

要求を行い、経済的利益を追求する団体又は個人。 

七 その他、前各号に準ずる者。 

 

（表明及び保証） 

第２条  乙は、甲に対し、次の各号について表明し、保証する。 

一 反社会的勢力に該当せず、かつ、将来にわたっても反社会的勢力に該当し 

ないこと。 

二 親会社等、役員その他、名義上又は実質的に経営に関与する者が反社会的



 

勢力でないこと。 

三 反社会的勢力を所属者とし、又は反社会的勢力を代理人、媒介者としない

こと。 

四 反社会的勢力が経営を支配し、又は実質的に経営に関与していると認めら

れる関係を有しないこと。 

五 反社会的勢力を不当に利用し、又は交際していると認められる関係を有し

ないこと。 

六 反社会的勢力に対し、名目の如何を問わず資金提供を行っていないこと、

及び、今後も行う予定がないこと。 

七 自ら又は第三者を利用して、次の各号の一に該当する違法行為を行わない

こと。 

イ 暴力的な要求行為。 

ロ 法的な責任を超えた不当な要求行為。 

ハ 取引に関し、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為。 

ニ 風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて甲の信用を毀損し、又は

甲の業務を妨害する行為。 

ホ 前各号に準ずる行為。 

八 その他、反社会的勢力と非難されるべき関係がないこと。 

 

（反社会的勢力関与の場合の契約の解除） 

第３条  甲は、乙が前条の規定に違反した場合、催告その他何らの手続きを要すること

なく、直ちに本契約の全部又は一部を解除できるものとする。 

 

（反社会的勢力関与の場合の損害賠償等） 

第４条  乙が第２条の規定に違反した場合には、甲が本契約の全部又は一部を解除する

か否かにかかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要す

ることなく、乙は、本契約の全期間を通じて乙が現実に受領する契約金額（乙

が現実に受領する金額が確定できない場合には、予定数量を基礎として算定す

る金額をいう。）の１００分の１０に相当する金額（その金額に１００円未満

の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を違約金（損害賠償額の予

定）として甲の指定する期間内に支払わなければならない。 

  ２   前項の規定は、甲に生じた実際の損害額（直接の損害額に加え、甲が支出した

見舞金、訴訟費用、弁護士その他専門家にかかる費用等を含むが、これに限ら

れない。）が同項に規定する違約金の金額を超える場合において、甲がその超

える分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げるものではない。 

  ３   乙が、第１項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わな

いときは、乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、



 

年３パーセントの割合で計算した金額の遅延利息を甲に支払わなければならな

い。 

  ４  本条の規定は、本契約の期間満了後も有効に存続するものとする。 

 

以上 

 


